
事業実施主体等取組評価報告書（産地競争力の強化を目的とした推進事業）

（都道府県名：栃木県）

成果目標 事業内容（計画）
成果目標に対す
る成果実績

事業実績

大田原市
那須野
農協

産地競争力
の強化

需要に応じ
た生産量の
確保

土地利用型
（種子生産）

研修会開催　３回
協議会の開催3回
研修会の開催3回
品質管理指導3回

研修会５回
協議会の開催4回
研修会の開催5回
品質管理指導3回

○ ○ ○ 100%

出荷動向調査
27回

出荷動向調査
出荷動向調査
30回

出荷動向調査　30回

生育概況調査
13回

生育概況調査
生育概況調査
12回

生育概況調査　12回

生産安定化指導
5産地　10回

生産安定化指導
生産安定化指導
4産地　9回

生産安定化指導　4産地　9回

近代化計画樹立
指導　20産地　5
回

近代化計画樹立指導
近代化計画樹立
指導　15産地　3
回

近代化計画樹立指導　15産地　3回

指定産地育成計
画策定指導　25
産地　2回

指定産地育成計画策定
指導

指定産地育成計
画策定指導　25
産地　1回

指定産地育成計画策定指導　25産
地　1回

必要入荷量検討
会　3回

必要入荷量検討会
必要入荷量検討
会　3回

必要入荷量検討会　3回

必要入荷量調査
3回

必要入荷量調査
必要入荷量調査
3回

必要入荷量調査　3回

花き普及推進会
議　1回

花き普及推進会議
花き普及推進会
議　1回

花き普及推進会議　1回

資料作成　2種
1,000部

資料作成
資料作成　10種
1,000部

資料作成　10種　1,000部

新品種・需要調査
等の実施　1回

新品種・需要調査等の実
施

需要調査、ｱﾝｹｰﾄ
の実施　2回

需要調査、ｱﾝｹｰﾄの実施　2回

普及啓発活動の
実施（県産花きの
ＰＲ）　1回

普及啓発活動の実施（県
産花きのＰＲ）

県産花きのＰＲ　1
回

県産花きのＰＲ　1回

栃木県

全国農
業協同
組合連
合会栃
木県本
部

産地競争力
の強化

需要に応じ
た生産量の
確保

花き

・需要開発調査の
実施　２回
・消費啓発活動の
実施　８ヶ所
・資料・リーフレッ
ト等の作成　1,000
部

・需要開発調査の実施
都内1回、東北1回
・消費啓発活動の実施
市場内2回、小売店6回
・資料・リーフレット等の
作成　1,000部

・需要開発調査の
実施　５回
・消費啓発活動の
実施　10ヶ所
・資料・リーフレッ
ト等の作成　1,000
部

・需要開発調査の実施　都内３回、
東北1回、県内1回
・消費啓発活動の実施　市場内９
回、都内1回
・資料・リーフレット等の作成

○ ○
計画どおり事業を実施できて
いる

○ 100%

○ 100%

商談展示会での出展や各種
イベント等においてPR展示配
布をすることで、県産花きの宣
伝活動を推進した。また、アン
ケートを行うことで、消費動向
を調査し、売れる花作りを推
進した。

100%

産地競争力
の強化

需要に応じ
た生産量の
確保

花き ○ ○

○ ○
県内指定産地の生産及び出
荷の安定を推進した。

需要に応じ
た生産量の
確保

栃木県

栃木県 栃木県

栃木県

内は地方農政
局等において
記入

成果目
標の達
成率

事業実
施主体
による評
価

事業実施後（目標年度）
都道府
県による
評価

農政局
による
評価

都道府県による評価結果の
判断根拠、要因分析
（必要に応じて記入）

○

計画策定時

野菜
産地競争力
の強化

市町村名
（または
地区名）

政策目的 取組名政策目標
事業実
施主体
名



事業実施主体等取組評価報告書（産地競争力の強化を目的とした推進事業）

（都道府県名：栃木県）

成果目標 事業内容（計画）
成果目標に対す
る成果実績

事業実績

内は地方農政
局等において
記入

成果目
標の達
成率

事業実
施主体
による評
価

事業実施後（目標年度）
都道府
県による
評価

農政局
による
評価

都道府県による評価結果の
判断根拠、要因分析
（必要に応じて記入）

計画策定時
市町村名
（または
地区名）

政策目的 取組名政策目標
事業実
施主体
名

宇都宮市
宇都宮
農業協
同組合

産地競争力
の強化

需要に応じ
た生産量の
確保

地産地消
地産地消フェアの
開催

（１）調査の実施
・地域農産物に関する消
費者アンケート
　１回３００人
（２）啓発活動
・地産地消フェアの開催
　１回６０００人

地産地消フェアの
実施

（１）調査の実施
・地域農産物に関する消費者アン
ケート
　１回２００人
（２）啓発活動
・地産地消フェアの開催
　１回１５０００人

○ ○

当初の計画通り事業が実施さ
れており、事業推進上の問題
はないものと認められる。今
後も県内最大都市という環境
を活かした、地産地消に対す
る消費者の関心の喚起と取組
の強化を期待する。

○ 100%

茂木町 茂木町
産地競争力
の強化

需要に応じ
た生産量の
確保

地産地消

地産地消イベント
等の開催により、
直売所における
茂木産米の販売
量が１割増加す
る。

・地産地消イベント等の
開催
  ３回１００名
・特産品開発、料理研究
等
  ２回３０名

地産地消イベント
等の開催により、
直売所における
茂木産米の販売
量が４％増加し
た。

・地産地消料理コンテスト　１回１４２
作品
・特産品開発、料理研究　３団体５０
名
・地産地消のつどい　１回６０名
・食と農のサポーターとの交流会　２
回４３名
・茂木産米ＰＲイベント　１回３０００
名
・茂木産野菜ＰＲイベント　１回２００
０名

△ △

　地産地消イベントを開催する
ことによって、農業や地場農
産物への関心が高くなり、米
の販売実績は４％程増加し
た。米の販売目標は達しな
かったものの、米以外の野菜
や果樹消費が増え、地場農産
物を活用した特産品づくり等
が活性化するなど、地産地消
への取組としては、評価が出
来る。

△ 50%

都賀町
下野農
業協同
組合

産地競争力
の強化

需要に応じ
た生産量の
確保

地産地消

地産地消の取組
により、地域農産
物の販売（学校給
食への販売及び
農産物直売所に
おける販売）が１
割以上増加する。

（１）調査の実施
学校給食における農産
物の評価活動
（２）啓発活動
・地域の農産物を提供す
るモデル店等の普及活
動（地産地消フェア等の
開催）
・児童による農産物の収
穫体験の開催
・特産品の開発

地産地消の取組
により、地域農産
物の販売（学校給
食への販売及び
農産物直売所に
おける販売）が５
割増加した。

（１）調査の実施
学校給食における農産物の評価活
動
（６名、５種類）
（２）啓発活動
・地域の農産物を提供するモデル店
等の普及活動（地産地消フェア等の
開催）（５００名×３回）
・児童による農産物の収穫体験の開
催（４回）
・特産品の開発（１回）

○ ○

事業実績について、概ね計画
どおり実施されており、事業推
進上の問題は無いと思われ
る。

○ 100%



事業実施主体等取組評価報告書（産地競争力の強化を目的とした推進事業）

（都道府県名：栃木県）

成果目標 事業内容（計画）
成果目標に対す
る成果実績

事業実績

内は地方農政
局等において
記入

成果目
標の達
成率

事業実
施主体
による評
価

事業実施後（目標年度）
都道府
県による
評価

農政局
による
評価

都道府県による評価結果の
判断根拠、要因分析
（必要に応じて記入）

計画策定時
市町村名
（または
地区名）

政策目的 取組名政策目標
事業実
施主体
名

大田原市
那須塩原
市
那須町

那須野
農業協
同組合

産地競争力
の強化

需要に応じ
た生産量の
確保

地産地消

地域の農産物を
提供するモデル
店の普及活動　4
店舗

簡易な品質分析 １回
協議会の開催　２回
地産地消セミナーの開催
１回
料理講習会の開催　１回
地域の農産物を提供する
モデル店等の普及活動
１回

地域の農産物を
提供するモデル
店の普及活動　4
店舗

簡易な品質分析　１回
協議会の開催　２回
地産地消セミナーの開催　１回
料理講習会の開催　１回
地域の農産物を提供するモデル店
等の普及活動　７回

○ ○

事業が計画どおり実施された
ことから、モデル店４店舗に地
元農産物を提供することがで
き、充分な効果が得られたと
思われる。

○ 100%

那須南地産地消協議会
の開催 2回

那須南地産地消協議会の開催 3回

那須南地域地産地消推
進計画の策定

那須南地域地産地消推進計画の策
定

地産地消ﾄｯﾌﾟｾﾐﾅｰの開
催 1回

地産地消ﾄｯﾌﾟｾﾐﾅｰの開催 1回

消費者ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｱﾝｹｰﾄ調
査の実施

消費者ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｱﾝｹｰﾄ調査の実施

地域農産物提供ﾓﾃﾞﾙ普
及活動 3回

地域農産物提供ﾓﾃﾞﾙ普及活動 1回

店舗数　2店舗 地産地消ﾌｪｱｰ　4回 店舗数　3店舗 地産地消ﾌｪｱｰ　4回

販売額　41,561千
円

地産地消ﾌｫｰﾗﾑ　1回
販売額　61,903千
円

地産地消ﾌｫｰﾗﾑ　1回

宇都宮市

とちぎ
地産地
消県民
運動実
行委員
会

産地競争力
の強化

需要に応じ
た生産量の
確保

地産地消
地産地消優良事
例パンフレットの
配布（５０００部）

（１）啓発活動
・地産地消に関する情報
提供
・料理研修会の開催
・地産地消夢大賞選定・
表彰
・地産地消ＨＰの開設

地産地消優良事
例パンフレットの
配布
（５０００部）

(1)啓発活動
・地産地消に関する情報提供
・料理研修会の開催４回
・地産地消夢大賞選定・表彰　　３点
表彰
・地産地消ＨＰの開設

○ ○

農産物直売所や農村レストラ
ン等の地産地消優良事例パ
ンフレットの配布等を実施した
ことにより、地産地消の浸透
が図られた。

○ 100%

100%

地産地消協議会が設立され、
地産地消計画も策定され、地
産地用フェアやフォーラム等
が計画的に開催され、生産者
と消費者の交流が活発化し
た。
　目標とする、インショップの
販売額も順調に拡大し、地産
地消の成果が現われた。

○
需要に応じ
た生産量の
確保

○地産地消

地産地消の取り
組みにより、地域
の販売（ＪＡにお
ける地域内の販
売）の１割以上の
増加

インショップ販売
額の増加

○
南那須地
区

那須南
農業協
同組合

産地競争力
の強化



事業実施主体等取組評価報告書（産地競争力の強化を目的とした推進事業）

（都道府県名：栃木県）

成果目標 事業内容（計画）
成果目標に対す
る成果実績

事業実績

内は地方農政
局等において
記入

成果目
標の達
成率

事業実
施主体
による評
価

事業実施後（目標年度）
都道府
県による
評価

農政局
による
評価

都道府県による評価結果の
判断根拠、要因分析
（必要に応じて記入）

計画策定時
市町村名
（または
地区名）

政策目的 取組名政策目標
事業実
施主体
名

栃木県 栃木県
産地競争力
の強化

需要に応じ
た生産量の
確保

地産地消
地産地消フェアの
開催（１回×５００
人）

（１）協議会の開催
（２）啓発活動
・地産地消フェアの開催
・地域農産物を提供する
モデル店等の普及活動

地産地消フェアの
開催（１回×７００
人）

（１）協議会の開催　協議会1回、幹
事会2回、事務局会議6回
（２）啓発活動
・地産地消フェアの開催　1回
・地域農産物を提供するモデル店等
の普及活動　新聞12回、テレビ2回

○ ○

地産地消フェアを開催し、実
践事例の報告と意見交換等を
行ったことにより、地産地消の
機運が高まった。

○ 100%

栃木県 栃木県
産地競争力
の強化

需要に応じ
た生産量の
確保

食品流通等
体制整備（採
鶏卵）

需要に応じた計
画的な生産

県協議会の開催１回
出荷動向調査１回
飼養状況調査１回

需要に応じた計
画的な生産

県協議会の開催１回
出荷動向調査2回（91戸）

○ ○

会議の開催や需給動向資料
の提供等をとおし、計画生産
の再確認と推進につながっ
た。

○ 100%

栃木県 栃木県
産地競争力
の強化

需要に応じ
た生産量の
確保

食品流通等
体制整備（ﾌﾞ
ﾛｲﾗｰ）

需要に応じた計
画的な生産

県協議会の開催１回
出荷動向調査１回
飼養状況調査１回

需要に応じた計
画的な生産

県協議会の開催１回
出荷動向調査2回（44戸）
飼養状況調査１回（22戸）

○ ○

会議の開催や需給動向資料
の提供等をとおし、計画生産
の再確認と推進につながっ
た。

○ 100%

栃木県 栃木県
産地競争力
の強化

需要に応じ
た生産量の
確保

食品流通等
体制整備
（豚）

需要に応じた計
画的な生産

県協議会の開催　1回
出荷動向調査　毎月
飼養状況調査　1回

需要に応じた計
画的な生産

県協議会の開催　1回
出荷動向調査　毎月
飼養状況調査　1回

○ ○

会議の開催や需給動向資料
の提供等をとおし、計画生産
の再確認と推進につながっ
た。

○ 100%

県内全域

関東生
乳販売
農業協
同組合
連合会

産地競争力
の強化

需要に応じ
た生産量の
確保

生乳乳製品
流通

平成17年度生乳
計画生産の目標
数量の達成
（315,109t）

計画生産推進会議の開
催　 3回
酪農経営実態調査の実
施420回

計画生産に係る
会議及び指導を
実施し、計画生産
が達成できた。
（321,437t）

計画生産推進会議の開催　 3回
酪農経営実態調査の実施677回

○ ○

事業は計画どおり実施され、
成果目標としていた計画生産
の目標数量が達成されたこと
から○とした。

○ 100%

栃木県 栃木県
産地競争力
の強化

需要に応じ
た生産量の
確保

生乳乳製品
流通

状況調査の実施
（年１回）

需給調整推進指導１回
状況調査の実施
１回

需給調整推進指導１回 ○ ○

当初計画どおり、状況調査の
実施等を通じて生乳生産者団
体に対する生乳の需給調整
等の指導を行った。

○ 100%

栃木県 栃木県
産地競争力
の強化

需要に応じ
た生産量の
確保

生乳乳製品
流通

交流会の開催（年
２回）
マニュアル及びモ
デル農家での検
証

研修会・交流会の開催
２回
マニュアルの作成・検証

研修会・交流会の
開催　３回
認証基準の作成・
検証

研修会・交流会の開催　３回
マニュアルの作成・検証

○ ○

生産現場での衛生管理等の
検討、消費者等の交流会を通
じた普及啓発活動等により安
全・安心な牛乳の供給体制づ
くりに寄与した。

○ 100%



事業実施主体等取組評価報告書（産地競争力の強化を目的とした推進事業）

（都道府県名：栃木県）

成果目標 事業内容（計画）
成果目標に対す
る成果実績

事業実績

内は地方農政
局等において
記入

成果目
標の達
成率

事業実
施主体
による評
価

事業実施後（目標年度）
都道府
県による
評価

農政局
による
評価

都道府県による評価結果の
判断根拠、要因分析
（必要に応じて記入）

計画策定時
市町村名
（または
地区名）

政策目的 取組名政策目標
事業実
施主体
名

資料の作成
1,000部

資料の作成　1,000部
資料の作成
2,400部

資料の作成　2,400部

新品種の導入面
積　60ha

新技術・新品種導入拡大
研修会　２回

新品種の導入面
積　60ha

新技術・新品種導入拡大研修会　１
回×125名

生育状況調査の
実施　９ヶ所

生育状況調査の実施
９ヶ所×５回

生育状況調査の
実施　９ヶ所×５
回

生育状況調査の実施　９ヶ所×５回

那須烏山
市

那須南
農協

産地競争力
の強化

生産性の向
上

果樹
（なし）

地区推進協議会
の開催　４回
被害実態調査　１
回

地区推進協議会の開催
被害実態調査

地区推進協議会
５回
被害実態調査　１
回×34ha

協議会の開催
被害実態調査
防霜施設の調査

○ ○

地区推進協議会で生産安定
に関する検討が行われ、被害
実態調査に基づいて防霜ファ
ン設置を決定し、計画が策定
された。

○ 100%

-

（社）と
ちぎ農
産物
マーケ
ティング
協会

産地競争力
の強化

生産性の向
上

果樹
（なし、ぶど
う、りんご、く
り、キウイフ
ルーツ）

研修会４回
防除指針　1000
部作成配布

生産性向上研修会
防除指針の作成

研修会４回
防除指針　2,170
部作成配布

生産性向上研修会
防除指針の作成

○ ○
成果目標とした研修会４回、
防除指針1,000部の作成配布
ともに上回る実績となった。

○ 100%

100%

果樹防除指針の作成・配付に
より環境に配慮した防除が図
られた。なし新品種「にっこり」
の栽培面積が増加し、出荷量
が増大した。なしの生育状況
調査により、適切な栽培管
理、的確な情報提供が図られ
た。

○栃木県 栃木県
産地競争力
の強化

生産性の向
上

○
果樹
（なし）

○



事業実施主体等取組評価報告書（産地競争力の強化を目的とした推進事業）

（都道府県名：栃木県）

成果目標 事業内容（計画）
成果目標に対す
る成果実績

事業実績

内は地方農政
局等において
記入

成果目
標の達
成率

事業実
施主体
による評
価

事業実施後（目標年度）
都道府
県による
評価

農政局
による
評価

都道府県による評価結果の
判断根拠、要因分析
（必要に応じて記入）

計画策定時
市町村名
（または
地区名）

政策目的 取組名政策目標
事業実
施主体
名

栃木県 栃木県
産地競争力
の強化

生産性の向
上

鳥獣害防止
研修会参加者数
300人

講習会・簡易電気柵設置
研修会の開催　３回
鳥獣の特性・対策資料配
付

研修会参加者数
102人

研修会参加者数　102人

・講習会の開催　１回
・鳥獣の特性・対策資料配付
　　10,000部(農家・市町村・ＪＡ等）

△ △

   本年度はあたっては、研修
設定時期等の影響もあり、目
標とする参加者数は確保でき
なかったが、被害農家への研
修資料配付や鳥獣の特性・対
策パンフレット等を配布し、農
作物に被害を及ぼす鳥獣の
特性や簡易な防護方法等に
対する理解が深まり、事業効
果は発揮されたと考えられる。
　これにより、防護柵導入要望
が増加しており、今後は、適正
かつ効果的な鳥獣害対策の
推進に向け、農業者個々への
鳥獣の特性を踏まえた被害対
策のより一層の普及と併せ、
集落ぐるみの対策が非常に重
要であるため、地域や集落で
の自衛体制づくりや野生鳥獣
に対する知識の習得、専門家
による地域・集落の環境点
検、処方箋の作成等のサポー
トシステム構築を重点的に推
進したい。

△ 50%

栃木県 栃木県
産地競争力
の強化

生産性の向
上

家畜改良増
殖（みつば
ち）

みつ源に応じた飼
養数
転試調整会議１
回
花粉交配みつば
ち導入円滑化推
進協議会１回
みつ源調査・花粉
交配実態調査１
回

転試調整会議１回
花粉交配みつばち導入
円滑化推進協議会１回
みつ源調査・花粉交配実
態調査１回

みつ源に応じた飼
養数
転試調整会議１
回
花粉交配みつば
ち導入円滑化推
進協議会１回
みつ源調査・花粉
交配実態調査１
回

転試調整会議１回
花粉交配みつばち導入円滑化推進
協議会１回
みつ源調査・花粉交配実態調査１回

○ ○
協議会及び実態調査をとおし
て、みつ源に応じたみつばち
の飼育数の維持に寄与した。

○ 100%



事業実施主体等取組評価報告書（産地競争力の強化を目的とした推進事業）

（都道府県名：栃木県）

成果目標 事業内容（計画）
成果目標に対す
る成果実績

事業実績

内は地方農政
局等において
記入

成果目
標の達
成率

事業実
施主体
による評
価

事業実施後（目標年度）
都道府
県による
評価

農政局
による
評価

都道府県による評価結果の
判断根拠、要因分析
（必要に応じて記入）

計画策定時
市町村名
（または
地区名）

政策目的 取組名政策目標
事業実
施主体
名

栃木県 栃木県
産地競争力
の強化

生産性の向
上

家畜改良増
殖（豚）

系統豚の配付
18頭

子豚登記
種豚登録
系統豚証明

系統豚の配付
12頭

系統豚配付12頭
子豚登記128頭
種豚登記14頭
系統豚証明11頭

○ ○

系統豚の繁殖生の向上を図
るとともに、安全安心など多様
なニーズに対応するため、新
たな能力の高い種豚の開発に
取り組む。

○ 100%

栃木県 栃木県
産地競争力
の強化

生産性の向
上

家畜改良増
殖（乳牛）

メガファームの牛
群検定加入　（２
戸以上）

牛群検定推進会議の開
催

メガファームの牛
群検定加入　４戸

牛群検定推進会議の開催　２回 ○ ○

会議の開催等をとおし、乳用
牛の改良や飼養管理改善に
向け牛群検定の有効性が理
解され、牛群検定推進につな
がった。

○ 100%

県内全域

栃木県
酪農業
協同組
合連合
会

産地競争力
の強化

生産性向上
家畜改良増
殖（乳牛）

経営改善に有効
な情報のフィード
バック
（生乳検査予定
284,215検体）

牛群検定関連資料の作
成
生乳検査の実施
調整交配等検査

生乳検査が
284,215検体実施
され、経営改善に
有効な情報が提
供された。

牛群検定関連資料の作成
生乳検査の実施284,215検体実施
調整交配検査42日
保留育成調査40日
分娩状況調査38日

○ ○

計画どおりに事業が実施さ
れ、その結果、乳牛の改良及
び飼養管理改善に活用するた
めの情報が提供され、酪農経
営の生産性向上につながった
ため○とした。

○ 100%

栃木県 栃木県
産地競争力
の強化

生産性の向
上

家畜改良増
殖（肉牛）

優良繁殖雌牛の
保留頭数　24頭

優良雌子牛保留
繁殖農家調査指導
調査データ情報処理

保留頭数24頭
保留頭数24頭
繁殖農家調査指導109戸

○ ○

能力の高い繁殖雌牛の保留
が図られた。今後は、整備し
た雌牛からの産子牛の肥育
成績情報の調査を取り入れ、
効率的に雌牛の能力を判定
する体系の構築を検討する。

○ 100%

栃木県 栃木県
産地競争力
の強化

生産性の向
上

畜産生産基
盤育成強化

県酪農及び肉用
牛生産近代化計
画の策定

畜産施策推進会議の開
催
酪肉近代化計画策定部
会の開催
調査指導
酪肉近代化計画パンフ
レット作成配付

県酪農及び肉用
牛生産近代化計
画の策定

県酪農及び肉用牛生産近代化計画
の策定

○ ○

県畜産総合施策推進会議及
び県畜産振興部会が中心と
なって新たな県酪農・肉用牛
生産近代化計画の策定し、生
産者をはじめ関係機関・団体
に対して、平成27年度を目標
とした、今後の指針等を示すこ
とができた。

○ 100%



事業実施主体等取組評価報告書（産地競争力の強化を目的とした推進事業）

（都道府県名：栃木県）

成果目標 事業内容（計画）
成果目標に対す
る成果実績

事業実績

内は地方農政
局等において
記入

成果目
標の達
成率

事業実
施主体
による評
価

事業実施後（目標年度）
都道府
県による
評価

農政局
による
評価

都道府県による評価結果の
判断根拠、要因分析
（必要に応じて記入）

計画策定時
市町村名
（または
地区名）

政策目的 取組名政策目標
事業実
施主体
名

栃木県 栃木県
産地競争力
の強化

生産性の向
上

畜産生産基
盤育成強化

畜産農家の経営
改善
目標指導件数200
件
・個別指導80件
・集団指導140件

指導研修会１回
畜産ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ団設置20
人
指導用機器整備一式
個別支援指導60件
経営技術発表会1回（40
人）
経営セミナー1回(100人)
HP運営管理１年間

畜産農家の経営
改善
指導件数207件
・個別指導76件
・集団指導131件

指導研修会１回
畜産ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ団設置13人
指導用機器整備一式
個別支援指導76件
経営技術発表会1回（110人）
経営セミナー1回(15人)
HP運営管理１年間

○ ○

　栃木県畜産協会が中心と
なって、畜産コンサルタント団
を設置した上で、関係機関・団
体と連携して指導農家の選定
を行い、個別支援指導及び集
団支援指導を実施することに
より、畜産農家の経営改善を
図れた。
　今後は、経営改善指導を更
に効率的・効果的に実施する
ため、個別支援指導にあた
り、大家畜経営データベース
を活用した指導を検討してい
く。

○ 100%

飼料増産戦略会
議の開催　１回

戦略会議の開催
現地検討会の実施

飼料増産戦略会
議の開催　１回

飼料増産戦略会議の開催　１回 ○ ○

栃木県飼料自給率向上戦略
会議の開催等により、共通認
識のもと、関係機関、団体が
一体となって飼料増産に取り
組む推進体制が整備できた。

○ 100%

公共牧場広域利
用推進協議会の
開催　１回

公共牧場広域利用推進
協議会の開催
牧場指導・調査
事例調査
推進資料作成

公共牧場広域利
用推進協議会の
開催　１回

公共牧場広域利用推進協議会の開
催　１回

○ ○

調査を実施し、県内の放牧状
況が把握できたとともに、講演
会、協議会等により放牧の推
進を図ることができた。

○ 100%

飼料作物品種比
較及び生育予測
調査の実施
試験ほ場３ヶ所設
置

品種選定試験
飼料作物品種比較及び
生育予測調査
種子需給動向調査

飼料作物品種比
較及び生育予測
調査の実施
試験ほ場　４ヶ所
設置

飼料作物品種比較及び生育予測調
査の実施
試験ほ場　４ヶ所設置

○ ○

県内４カ所（上都賀、下都賀、
塩谷、那須）にとうもろこしの
品種比較展示圃を設置し、多
品種ある中から地域に適した
優良品種を確認するとともに、
今後の品種選定の参考にす
ることができた。

○ 100%

栃木県 栃木県
産地競争力
の強化

生産性の向
上

畜産新技術
（乳牛）

簡易な移植手法
による性判別受
精卵の移植　（５
個以上）

受精卵の採取
受精卵の性判別
性判別受精卵の移植

簡易な移植手法
による性判別受
精卵の移植　　17
個

受精卵採取数　40個
性判別数　40個
性判別卵の移植数　17個

○ ○

性の一致率は平成１７年度実
施分においては１００％となっ
ており、本県の乳牛改良の効
率化に向け、有効な技術の確
立につながった。

○ 100%

飼料増産栃木県 栃木県
産地競争力
の強化

生産性の向
上



事業実施主体等取組評価報告書（産地競争力の強化を目的とした推進事業）

（都道府県名：栃木県）

成果目標 事業内容（計画）
成果目標に対す
る成果実績

事業実績

内は地方農政
局等において
記入

成果目
標の達
成率

事業実
施主体
による評
価

事業実施後（目標年度）
都道府
県による
評価

農政局
による
評価

都道府県による評価結果の
判断根拠、要因分析
（必要に応じて記入）

計画策定時
市町村名
（または
地区名）

政策目的 取組名政策目標
事業実
施主体
名

栃木県 栃木県
産地競争力
の強化

生産性の向
上

畜産新技術
（牛）

飼養情報公表に
よる付加価値を高
める牛肉の生産

個体識別システム推進協
議会の開催１回
飼養管理情報公表推進
会議開催２回
全国会議出席１回
巡回及び調査指導１３２
戸
飼養管理台帳及び関係
資料作成

飼養情報公表に
よる付加価値を高
める牛肉の生産

個体識別システム推進協議会の開
催１回
飼養管理情報公表推進会議開催２
回
全国会議出席１回
巡回及び調査指導１３２戸
飼養管理台帳及び関係資料作成

○ ○

生産者に対して飼養管理記録
を保存させるとともに、情報公
開の同意を得ることができた。
情報公開方法を検討し、早期
達成を目指す。

○ 100%

栃木県 栃木県
産地競争力
の強化

生産性の向
上

畜産新技術
（飼料）

飼料抽出検査の
実施　40件

飼料抽出検査
普及啓発・指導

資料抽出検査の
実施　76件

資料抽出検査の実施　76件 ○ ○

県内の牛飼養農家が牛に与
えている飼料に、使用が禁止
されている動物性たん白質が
含まれていないことが確認さ
れ、県内の畜産物の安全性を
確認することができた。

○ 100%

栃木県 栃木県
産地競争力
の強化

生産性の向
上

耕種作物活
用型飼料増
産

現地検討会の実
施　２回

試験ほ場設置
現地検討会の実施

現地検討会の実
施　４回

現地検討会の実施　４回 ○ ○

　地域ごとに、実証展示圃の
設置や収穫実演会、検討会等
の取組を実施し、管内農家に
各技術の推進を図ることがで
きた。
　栃木県飼料自給率向上戦略
会議の設立、開催により、関
係機関、団体の飼料増産に対
する共通認識が図れ、計画的
な取組を推進できた。

○ 100%

宇都宮市
宇都宮
農協

産地競争力
の強化

品質の向上
土地利用型
作物（米・麦・
大豆）

協議会の開催２
回

協議会の開催2回
アンケートの実施１回
視察研修の実施１回

協議会の開催2回
協議会の開催2回
アンケートの実施２回
視察研修の実施1回

○ ○

協議会の開催やアンケートの
実施により、市西部の共乾施
設を増強する方向となり、低コ
スト生産の体制が強化され
る。

○ 100%

芳賀全域
はが野
農協

産地競争力
の強化

品質の向上
土地利用型
（大豆）

実証圃の設置
２ヶ所

協議会の開催　　　　２回
品質実証ほの設置２ケ所

実証圃の設置
２ヶ所

協議会の開催　　　　２回
品質実証ほの設置２ケ所

○ ○
今年度も引き続き設置してい
ることから効果は十分発揮さ
れると考えられる。

○ 100%



事業実施主体等取組評価報告書（産地競争力の強化を目的とした推進事業）

（都道府県名：栃木県）

成果目標 事業内容（計画）
成果目標に対す
る成果実績

事業実績

内は地方農政
局等において
記入

成果目
標の達
成率

事業実
施主体
による評
価

事業実施後（目標年度）
都道府
県による
評価

農政局
による
評価

都道府県による評価結果の
判断根拠、要因分析
（必要に応じて記入）

計画策定時
市町村名
（または
地区名）

政策目的 取組名政策目標
事業実
施主体
名

小山市
小山農
業協同
組合

産地競争力
の強化

品質の向上
土地利用型
（麦・大豆）

協議会の開催２
回
技術の普及　１回

推進検討会の開催　２回
技術の普及
（栽培講習開会）
技術の普及
（栽培資料の作成）

協議会の開催２
回
技術の普及
（栽培講習会２回)

協議会の開催２回
（１７人×２回）
技術の普及
(栽培講習会４０人×２回)
(栽培資料作成1,000部)

○ ○

事業実績について、概ね計画
どおり実施されており、事業推
進上の問題は無いと思われ
る。

○ 100%

岩舟町
下野農
業協同
組合

産地競争力
の強化

品質の向上
土地利用型
（水稲・麦種
子）

協議会の開催１
回
調査等の実施１
回
栽培講習会等１
回

協議会の開催７人×１回
調査等の実施17人×１
回
栽培講習会２５人×１回

協議会の開催1回
調査等の実施2回
栽培講習会等2回

協議会の開催12人×1回
調査等の実施15人×2回
栽培講習会３６人×２回

○ ○

事業実績について、概ね計画
どおり実施されており、事業推
進上の問題は無いと思われ
る。

○ 100%

那須塩原
市

那須野
農協

産地競争力
の強化

品質の向上

土地利用型
（水稲、二条
大麦、六条大
麦、大豆）

品質分析6,000点
協議会の開催3回
栽培指針の作成1,500部
品質分析6,000点

品質分析7,829点

協議会の開催2回
栽培指針の作成1,000部
品質分析米5,510点
　　　　　　麦2,319点

○ ○

協議会の開催回数等は計画
より減となったが、成果目標で
ある品質分析点数が計画を大
幅に上回ったため○とした。

○ 100%

栃木県 栃木県
産地競争力
の強化

品質の向上
土地利用型
作物

栽培マニュアル作
成配付
稲麦大豆　2,000
部

資料・マニュアル作成
講習会開催
実証ほ設置
品質分析実施
麦作豆類共励会開催
生育状況調査実施
先進地視察

栽培マニュアル作
成配付
稲麦大豆　6,500
部

資料・マニュアル作成
稲麦大豆　6,500部
講習会開催　１回
実証ほ設置　11ヶ所
品質分析実施　10点
麦作共励会開催　１回
生育状況調査実施　１回

○ ○

　栽培指針の作成や栽培技術
指導により品質の向上や効率
的生産が図られ、売れる稲麦
大豆づくりの推進を行った。

○ 100%

足利市
足利市
農協

産地競争力
の強化

品質の向上 野菜（いちご）

協議会の開催３
回
講習会の開催２
回
展示圃設置2ケ所
優良事例調査1回

協議会の開催
講習会の開催
展示圃設置
優良事例調査

協議会の開催３
回
講習会の開催20
回
展示圃設置3ケ所
優良事例調査2回

協議会の開催
講習会の開催
展示圃設置
優良事例調査

○ ○ ○ 100%



事業実施主体等取組評価報告書（産地競争力の強化を目的とした推進事業）

（都道府県名：栃木県）

成果目標 事業内容（計画）
成果目標に対す
る成果実績

事業実績

内は地方農政
局等において
記入

成果目
標の達
成率

事業実
施主体
による評
価

事業実施後（目標年度）
都道府
県による
評価

農政局
による
評価

都道府県による評価結果の
判断根拠、要因分析
（必要に応じて記入）

計画策定時
市町村名
（または
地区名）

政策目的 取組名政策目標
事業実
施主体
名

茂木町 茂木町
産地競争力
の強化

農畜産業の
環境保全

環境保全

美土里堆肥利用
マニュアル作成及
び配布
　３，０００部
美土里堆肥栽培
農産物認証農家
３０戸

美土里堆肥利用促進検
討委員会の開催
実証ほの設置
環境調査の実施

美土里堆肥利用
マニュアル作成及
び配布一部美土
里堆肥栽培農産
物認証農家25戸

美土里堆肥の利用促進PR　　通年
実証ほの設置  26ヶ所
環境調査の実施  ５品目
美土里堆肥栽培農産物のＰＲ  通年

△ △

　美土里堆肥利用マニュアル
は、昨年はデータ収集のみ
で、作成には至らなかったが、
これまで蓄積されたデータを
元に既に原案が作成されてい
て、H18年中には配布される
予定である。
　また、認証農家30目標のう
ち25戸認証されていて概ね達
成している。
　これら全てを勘案の結果、
50％程度は達成していると思
われるので△とした。

△ 50%

真岡市
二宮町
益子町
茂木町
市貝町
芳賀町

はが野
農協

産地競争力
の強化

農畜産業の
環境保全

土地利用型
（水稲）

啓発資料の作成
1,000部

協議会の開催　１回
実証圃の展示　５ha
啓発資料の作成　1,000
部
土壌分析調査　２ヶ所
栽培講習会　２ヶ所

啓発資料の作成

協議会の開催　１回
実証圃の展示　５ha
啓発資料の作成　1,000部
土壌分析調査　２ヶ所
栽培講習会　２ヶ所

○ ○

　計画どおり啓発資料1,000部
作成し、農家に配布し啓発す
ることができ、十分な啓発を行
うことができたため○とした。

○ 100%

栃木県 栃木県
産地競争力
の強化

農作業の機
械化・安全の
確立

農業生産体
制保安

講習会参加人数
２００人

農作業安全講習会
講習会の開催

講習会開催
２回　４４０人

○ ○

　計画どおり、講習会が開催
することができ、十分な啓発を
行うことができたため○とし
た。

○ 100%

市貝町
はが野
農協

産地競争力
の強化

輸入急増農
産物におけ
る国産シェ
アーの奪回

輸入急増野
菜（玉葱､トマ
ト､人参）キュ
ウリ、アスパ
ラガス、ブロッ
コリー

協議会の開催
２回
契約取引研修会
３回
栽培講習会の開
催　２回

協議会の開催　２回
契約取引研修会３回
栽培講習会の開催２回

協議会の開催
４回
契約取引研修会
５回
栽培講習会の開
催 ３回

協議会の開催　　　４回
契約取引研修会　　５回
栽培講習会の開催３回

○ ○

協議会の開催、契約取引研修
会、栽培講習会、いずれも目
標を上回る回数を開催し、十
分効果が発揮出来たことから
○とした。

○ 100%

小山市
下野市
（旧石橋
町、国分
寺町）
野木町

小山農
業協同
組合

産地競争力
の強化

輸入急増農
産物におけ
る国産シェア
の奪回

輸入急増野
菜（トマト、な
す、人参）

協議会の開催2回
消費動向調査2回
技術の普及　2回
（栽培講習会）

協議会の開催
消費動向調査
技術の普及
（栽培講習会）

協議会の開催2回
消費動向調査2回
技術の普及　2回
（栽培講習会）

産地改革推進協議会の開催（2回）
消費動向調査（2回）
技術講習会の開催（2回）

○ ○

事業実績について、概ね計画
どおり実施されており、事業推
進上の問題は無いと思われ
る。

○ 100%



事業実施主体等取組評価報告書（産地競争力の強化を目的とした推進事業）

（都道府県名：栃木県）

成果目標 事業内容（計画）
成果目標に対す
る成果実績

事業実績

内は地方農政
局等において
記入

成果目
標の達
成率

事業実
施主体
による評
価

事業実施後（目標年度）
都道府
県による
評価

農政局
による
評価

都道府県による評価結果の
判断根拠、要因分析
（必要に応じて記入）

計画策定時
市町村名
（または
地区名）

政策目的 取組名政策目標
事業実
施主体
名

足利市
足利市
農協

産地競争力
の強化

輸入急増農
産物におけ
る国産シェア
の奪回

輸入急増野
菜（トマト）

協議会の開催2回
講習会の開催1回
販売促進活動1回
優良事例調査1回

協議会の開催
講習会の開催
販売促進活動
優良事例調査

協議会の開催2回
講習会の開催2回
販売促進活動1回
優良事例調査1回

協議会の開催
講習会の開催
販売促進活動
優良事例調査

○ ○ ○ 100%

栃木県 栃木県
産地競争力
の強化

輸入急増農
産物におけ
る国産シェア
の奪回

輸入急増野
菜

業務用野菜推進
研修会　１回
業務用野菜推進
啓発資料作成　２
種
産地強化計画作
成指導　40産地
産地強化計画検
討会　40産地
先進改革調査　５
産地
業務用野菜実態
調査　２回

業務用野菜推進研修会
業務用野菜推進啓発資
料作成
産地強化計画作成指導
産地強化計画検討会
先進改革調査
業務用野菜実態調査

業務用野菜推進
研修会　１回
業務用野菜推進
啓発資料作成　１
種
産地強化計画作
成指導　37産地
産地強化計画検
討会　37産地
先進改革調査　３
産地
業務用野菜実態
調査　１回

業務用野菜推進研修会　１回
業務用野菜推進啓発資料作成　１
種
産地強化計画作成指導　37産地
産地強化計画検討会　37産地
先進改革調査　３産地
業務用野菜実態調査　１回

○ ○

　トマト、なす、ねぎ等の産地
における産地強化計画の策定
支援を行い、生産力の強化に
努めた。

○ 100%

栃木県

栃木県
農業協
同組合
中央会

産地競争力
の強化

輸入急増農
産物におけ
る国産シェア
奪回

輸入監視品
目を含む農
産物全般

安全・安心な生産
体制構築検討会
３回
安全・安心な生産
体制構築研究会
５回
残留農薬のあり
方検討会　３回
推進資料1,000部

安全・安心な生産体制構
築検討会
安全・安心な生産体制構
築研究会
残留農薬のあり方検討
会
推進資料

安全・安心な農産
物供給対策研究
会開催　２１回
農産物分析セン
ター運営　分析
196点
先進地調査実施
１回
推進資料150,000
部

安全・安心な農産物供給対策研究
会開催　２１回
農産物分析センター運営　分析196
点
先進地調査実施　１回
担当者研修13回
推進資料150,000部
巡回指導　５回

○ ○
計画にほぼ基づいた活動が
実施できている。

○ 100%



事業実施主体等取組評価報告書（産地競争力の強化を目的とした推進事業）

（都道府県名：栃木県）

成果目標 事業内容（計画）
成果目標に対す
る成果実績

事業実績

内は地方農政
局等において
記入

成果目
標の達
成率

事業実
施主体
による評
価

事業実施後（目標年度）
都道府
県による
評価

農政局
による
評価

都道府県による評価結果の
判断根拠、要因分析
（必要に応じて記入）

計画策定時
市町村名
（または
地区名）

政策目的 取組名政策目標
事業実
施主体
名

栃木県

全国農
業協同
組合連
合会栃
木県本
部

産地競争力
の強化

輸入急増農
産物におけ
る国産シェア
奪回

ねぎ、トマト、
なす、たまね
ぎ他

生産体制強化展
示圃の設置３回
生産技術向上研
修会５回
生産体制強化指
導会の実施５回
生産流通体制強
化情報の提供５
回

生産体制強化展示圃の
設置
生産技術向上研修会
生産体制強化指導会の
実施
生産流通体制強化情報
の提供

生産体制強化展
示圃の設置0回
生産技術向上研
修会２回
生産体制強化指
導会の実施２回
生産流通体制強
化情報の提供３
回

生産体制強化展示圃の設置
生産技術向上研修会
生産体制強化指導会の実施
生産流通体制強化情報の提供

△ △
展示ほの設置が現地との連
携不足から実施できなかった

△ 50%

栃木県

栃木野
菜消費
拡大対
策委員
会

生産対策の
強化

輸入急増農
産物におけ
る国産シェア
奪回

トマト、なす、
ねぎ、きゅう
り、にら

消費拡大資材（ポ
スター等）作成
5,000部
消費拡大パンフ
レット作成5,000部
料理教室の開催2
回
試食会による消
費拡大２回
マスコミを活用し
たＰＲ100回
消費宣伝委員会3
回

消費拡大資材（ポスター
等）作成 5,000部
消費拡大パンフレット作
成5,000部
料理教室の開催2回
試食会による消費拡大２
回
マスコミを活用したＰＲ
100回
消費宣伝委員会3回

消費拡大資材（ポ
スター等）作成
のぼり800枚、ﾐﾆ
のぼり1,000枚他
消費拡大パンフ
レット作成20,000
部
料理教室の開催
2回
試食会による消
費拡大　50回
マスコミを活用し
たＰＲ　217回
消費宣伝委員会
2回

消費拡大資材（ポスター等）作成　の
ぼり800枚、ﾐﾆのぼり1,000枚他
消費拡大パンフレット作成20,000部
料理教室の開催　2回
試食会による消費拡大　50回
マスコミを活用したＰＲ　217回
消費宣伝委員会　2回

○ ○
計画どおり事業を実施できて
いる

○ 100%

（注）１．取組名欄の（　　）内には、対象作物・畜種等名を記入する。

　　　２．　「評価」の欄は、成果目標の達成状況について、達成又は概ね（８割以上）達成されたと判断される場合は○、概ね半分（４割）以上達成されたと判断される場合は△、

これ以下の場合は×を記入する。

　　　３．複数の項目を成果目標として掲げている場合、成果目標の達成率は、それぞれの項目の達成率の平均とする。

　　　４．地方農政局等において記入する成果目標の達成率については、○においては100%、△においては50%、×においては0% の達成率とする。

※様式は「強い農業づくり交付金の事業評価の実施について」（平成１７年１０月３日付け１７生産第３５１０号農林水産省大臣官房国際部長、農林水産省総合食料局長、農林水産省生産局長、農林水産省経営局長通知）別記様式１
－（1）に準じる。


